
                       

 

平 成 3 1 年 3 月 2 6 日 

土地・建設産業局不動産業課 

 

第３９回 「社会資本整備審議会産業分科会不動産部会」を開催します 
～新たな不動産業ビジョンのとりまとめに向けた議論を行います～ 

 

 

 

 

 

１．背景・趣旨 

少子・高齢化、人口減少社会の進展、AI・IoT等の技術革新等、日本の社会経済が大きな変化を遂げて

いる中、国民生活と経済活動を支える上で不可欠の基盤である不動産に求められる役割も変化しつつあ

ります。また、オリンピック・パラリンピック東京大会を2020年に控える中、その後の我が国の不動産市場

の発展を確保していくためには、社会全体として、これからの日本社会のあるべき方向性を認識し、その

実現を支える不動産の形成と不動産業の発展に努めていくことが重要です。 

今後概ね10年程度先を見越して、不動産業の今後の持続的な発展を図るためには、関係者が不動産

業の目指すべき方向性を共通して認識できる指針づくりが必要となります。このため、不動産業の中長期

ビジョン（新・不動産業ビジョン（仮称））の策定に向けた議論を進めております。 

 

２．第３９回「社会資本整備審議会産業分科会不動産部会」について 

（１）日 時：平成 31年 3月 28日（木）10：00～12：00 

（２）場 所：中央合同庁舎 3号館 国土交通省 4階特別会議室（東京都千代田区霞ヶ関 2-1-3） 

（３）議 題：① 本文等の説明 

② とりまとめに向けた議論 

（４）委 員：別紙のとおり 

（５）取材等： 

・ 本部会は公開ですが、座席に限りがあるため、傍聴を希望される方は必ず事前に下記問い合わ

せ先までご連絡をお願いします。ただし、取材による撮影は冒頭までとさせていただきます。 

・ 取材位置・時間については、係員の指示に従ってください。 

・ 本部会における会議資料につきましては、当日配布します。 

・ 会議資料は、後日、国土交通省ホームページ（以下のＵＲＬ）に掲載します。 

＜資料掲載ページ＞ http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s203_hudousan01.html 

 

 

 

 

国土交通省は、不動産業が持続的に発展していくための中長期ビジョンの策定に向けて、平成 31 年

3月 28日(木)に、第 39回 「社会資本整備審議会産業分科会不動産部会」を開催し、新たな不動産業ビ

ジョンのとりまとめに向けた議論を行います。 

＜問い合わせ先＞ 

国土交通省土地・建設産業局不動産業課 井出、妻鳥、深田 

ＴＥＬ：03-5253-8111（内線 25-118、25-126）、ＦＡＸ：03-5253-1557 

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s203_hudousan01.html

